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 「地産地消運動をさらに推進していっても、市場規模に限界があって、これ以上の展望

が見えない」。この閉塞（へいそく）感を突破するため、島根県奥出雲地方では、地域内の

直売所をネットワークし、地元の中核的直売所に品物を結集すると同時に、少量多品目の

地場産農産物を丸ごと都市部で売り込んでいく戦略に打って出た。ＪＡ雲南を事務局に、

奥出雲産直振興推進協議会を結成し、１４直売所、２０００人を超える個人・グループ会

員が、地元の中核的直売所に品物を結集させるだけでなく、松江市、兵庫県尼崎市などの

都市部でも直売し、販路を拡大している。地産地消型の農産物生産・流通体制を都市の人々

にも届ける確立への挑戦だ。平成 10 年の発足当時、５９００万円だった協議会直売所の年

間総売上は、平成１７年度には５億４６００万円に達した。標高差と伝統文化を生かした

「少量多品目生産」、「新鮮」、「おいしい」、「生産者の顔が見える安心感」などの地産地消

型流通の強みを生かし、都市部にも“地場産”を届けていく、新しい“拡大版地産地消シ

ステム”として、高く評価された結果の受賞である。 

 

●「情報交換」を超えた物流ネットワーク構築 

 ＪＡ雲南の農産加工流通課大谷和弥課長は、この“拡大版地産地消システム”を「地産

都商」と呼ぶ。地域の生産物を都会でも販売するという意味だという。しかし、敢えてい

えば、むしろ、「地産地商」という言葉の方が、しっくりするのではないだろうか。地場で

作って農家が食べているような新鮮な野菜を、地元自らが努力を重ね販売先を開拓し直売

していく姿勢が明確になるからだ。地域で生産したものを地域で販売していくという、積



極的なビジネスの姿勢を表すことができるからだ。 

 全国で農産物直売所が増えるに従い、郡単位、県単位、あるいは全国単位で、ネットワ

ーク化をする動きが盛んになっている。しかし、それは主に「情報交流」を目的にしてい

る、“親睦団体”の域を出ないものがほとんどである。奥出雲産直振興推進協議会はこうし

た他のネットワーク組織とは、一線を画し、実際のビジネス、売上に結び付けている点が

大きく違う。同時にそのネットワークを流通システムとして機能させるため、生産から販

売・流通までの集出荷システムを確立させている。 
 「地場産を地元で販売する」という地産地消の精神を、広域流通に生かす「地産地商」

のシステムとして奥出雲モデルを注目したい。 

  

● 奥出雲地域の概況 

 奥出雲地域は、島根県東部に位置する。東は鳥取県、南は広島県に接する中国山地の分

水嶺にあたり、南北に６０キロ、標高差が６００メートル以上、面積は焼く１１６４平方

キロメートルで、県全体の１８％を占める。その８１％は森林で、耕地は 6.5％に過ぎない、

典型的な中山間地である。 

 平成の大合併で、１０町村が１市２町に統合された。人口は６万６千人で、県全体の９％

に過ぎない。一方、高齢化率は３４％と高い。 

 仁多米を中心に良質米生産や、和牛の里として名高い地域である。主な産業は農林業と

いうものの、積雪地帯であり、土地も傾斜地が多く、農業生産性は低い。担い手の高齢化

も進んでいる。 

 このような状況の中で、なんとか地域を守り、「自分たちでできる範囲で農業を続けてい

こう」という取り組みが、「広域型産直システム」ともいうべき、今回受賞対象となった“地

産地商”活動であった。 

 

● 原点は「地元の食材を子供たちに食べさせたい」 

 協議会の会員は、ＪＡ雲南管内旧１０町村で地域の生産者が運営する地域直売所に参加

している。それぞれ、高齢者、女性を中心に、少量多品目の野菜を生産し、手作り加工品

を農家が直接販売し、新しい収入源としてきた。また、消費者からも、「顔が見える農産物」

だと喜ばれてきた。 

 特にこの地域の地産地消活動は、現在、協議会の会長を務める、井上静子さんを中心に

した木次の女性グループが、「安全・安心な地元の食材を子供たちにたべさせたい」と、学

校給食への野菜供給に取り組んだことに始まる。学校給食への食材提供は、協議会になっ

て以後も続いており、徐々に、地域も広がってきている。 

 こうした活動は全地域に広まり、それぞれの直売所が行政と連携しながら、農産物直売

に取り組んできた。 

 



 

 

 

● 松江市の量販店に広域産直市コーナー開設 

 

転機となったのは、平成１０年１１月から松江市の大型量販店に産直コーナー「モリモ

リ奥出雲」の開設である。量販店側から、地元、木次乳業を通じて、要請があった。この

コーナーは消費者からも好評で、地域全体が一つの産直産地としてブランド化するきっか

けになった。 

 

 
松江市の大型量販店に産直コーナー「モリモリ奥出雲」 

 

●「奥出雲は一つ」の協同精神で協議会発足 

平成１２年２月には、産直運営の負担軽減のため、ＰＯＳシステムを導入し、10 町村約

８００人の生産者コードをもうけ、ＪＡ雲南で一括生産できる体制を整えた。また、遠隔

地も含め、奥出雲産直振興推進協議会地域４０箇所を集荷して回る、集荷者を導入し、高

齢者でも無理せず、参加できる仕組み作りを行い、新鮮な農産物を直接、売り場まで届け

る体制を確立した。 

こうした取り組みを通じ「地域は一つ、奥出雲地域も一つ」という協同活動が必要との

声が高まり、平成１３年４月に、相互交流や技術の向上等を目的として、「奥出雲産直振興

推進協議会」が誕生した。 

 

 

 

 



 

 

 

● 地元型広域産直市「たんびにきて家」の誕生 

さらに、同年１０月には、雲南農業振興協議会と、木次町の協力で木次「道の駅」構内

に、出雲地域在住の人はだれでも出荷できる農産物直売所「たんびにきて家」を開設した。

産直コーナーの成功により、「地元にも中核となる広域産直施設がほしい」という要望が高

まってきたためである。 

 

 
地元中核型広域産直施設「たんびにきて家」 

 

● 阪神地域で出張産直市も大盛況 

平成１６年には、都市の人にも旬の味を届け、さらに生産拡大したいという生産者の声

が高まり、県大阪事務所とＪＡの支援で、阪神地域での産直市を毎月２回二日ずつ開催し

ている。平成１８年度の 10 月末時点での販売実績は、前年同期と比べて 149.4%増の 2780

万円。同年 10 月の 26 日、27 日に行なったフェアでは過去最高の販売額 296 万円を記録し

た。「朝早くからお客様が行列で並んでくださるほどの盛況ぶり」だという。 

 

 



 
お客様でごった返す協議会主催の「しまねフェア」 

（兵庫県尼崎市・阪急オアシス尼崎潮江店） 

量販店からの要望もあり、平成１７年度からは、島根県ＪＡやすぎとのコラボレートに

より、多店舗展開を実施している。大谷課長は「量販店からは、もっと店舗数を増やして

ほしいという要望が強いが、現状では生産が追いつかない状況。さらに生産力をつけて、

販売額を伸ばしていきたい」と意欲をみせる。 

 

● 順調に販売実績伸ばす 

 同協議会では、現在、７３区分６６４種類の農産物、林産物等を取り扱っている。販売

高も順調に伸び、平成１０年の実質的な活動開始時には、５９００万円だったものが、平

成１８年度には１０倍近い５億４６００万円となった。これは、同ＪＡの市場流通分の青

果物販売額７億２３００万円に迫る勢い。同協議会では１０億円売り上げ目標を掲げ、生

産体制の充実を図っている。 

 



 

 
 

● 独創的で“高齢者に優しい”マーケティング戦略 

奥出雲産直振興推進協議会の広域産直市を支えているのは、独創的で、高齢生産者に優

しいマーケティング戦略である。地域的な宿命である、条件不利地域、小規模、高齢化と

いう“宿命的環境”に、実によく適合したシステムを構築している。高齢化した生産者で

も意欲を持って生産し、出荷し、産直活動に参加できる環境が整っている。一方、個々の

直売所経営は生産者団体に任せ、ＪＡとしての投資が必要最小限に抑えられているのも特

徴である。 
その特色をマーケティング戦略の基本である、４Ｐ（Product＝製品, Price＝価格, Place

＝流通, Promotion＝販売促進）の４つの戦略から分析してみたい。 

 

● 集荷配送システムと共通ＰＯＳシステム＝流通戦略 

 まず、同協議会の広域産直市の最大の特色は、その流通戦略である。 

 １４の直売所をネットワークし、その品物を一元化して流通させようという意欲的な試

みを支えているのは、①共通ＰＯＳシステム②各直売所等を毎日巡回する集配送システム

――という 2 つのユニークなシステムである。このシステムが確立したことにより、中核

的直売所への生産者の参画と、都市部での直売が可能になっている。 

 農村では家庭菜園は高齢者の仕事になっている家が多い。しかし、高齢者の中には、自

動車の運転をしない人も多い。せっかく新鮮でおいしい野菜を作っても、せいぜい、近場

の無人市においておく程度で、遠隔地の大型の直売所には出荷できない人も多かった。そ

こで導入されたのが、集荷車である。集荷場所は、遠隔地を含め、奥出雲地域４０か所。

曜日ごとに集荷場所が違い、毎日、２０か所、トラック２台で集荷を行う。集荷の費用は



通常の販売手数料に上乗せして、農家が負担している。これにより、高齢者でも無理せず、

出荷でき、品揃えの充実につながっている。 

 集荷車は冷蔵車で品質管理にも気をつかう。「産地直送便 未来を届けます奥出雲」とイ

ラスト入りの専用車だが、地元運送業者のもので、業務委託している。 

 出荷にあたっては、どの農産物をどこの広域産直市に送るかは農家の判断に任されてい

る。農家は行き先を明示して集荷場に待機している。集荷は分単位のスケジュール表が組

まれ効率的に集荷できるようになっている。 

 
広域産直市専用の集荷トラック 

 



集荷スケジュール表 

 

集荷だけではない。協同販売管理に不可欠なＰＯＳシールも身近でプリントできす。直

売所活動のための地域拠点場所は実に４００ヶ所。それぞれに小型ＰＯＳシール発行機を

備えている。発行機は県の助成金もあり、１８万円を１０万円ずつ受益者負担している。

中には個人で設置している人もいる。これにより、高齢者はわざわざ遠くの直売所に行か

なくても、身近なところで出荷準備ができる。生産者が出荷しやすい体制が整えられてい

る。 

    

小型ＰＯＳシール発行機とシール 

 

● 消費者ニーズにこたえる生産・品質管理体制＝製品戦略 

一方、製品戦略、特に品質管理についても、きめの細かい対策を行っているのが特徴で

ある。まず、「奥出雲つくる人の５つの約束」を定め、生産者の意識改革を行い、品質向上

につなげている。「５つの約束」は次の通り。 

１． 第一に土づくりに徹します。 

２． 農薬に頼らない栽培方法を行います 

３． 加工品の原材料は奥出雲のものを使います 

４． 商品には自信と責任を持ちます 

５． 奥出雲地域の振興を考えます 

 



  

奥出雲つくる人の５つの約束のパンフレット 

 

同時に生産者履歴簿の記帳を義務付け、安全管理に努める。さらに産直エコファーマー

の取り組みを進め、消費者にも目に見える形で安全性の向上を図っている。 

 
栽培履歴の確認 

 



全体の技術レベルを上げるために、「アグリキャップ＝奥出雲産直相談員制度」を設定し、

品質向上に努めている。この制度は、いわゆる民間農業改良普及員制度としても注目した

い。１回５００円とはいえ、講習会ごとに受益者負担をして講習を受けているからである。

とはいえ、相談員自身の報酬は車代程度で、ボランティア活動ベースとなっている。有機

農業の篤農家や普及員ＯＢなどが相談員として活躍している。 

 
アグリキャップの講習会 

 



 さらに販売情報音声応答ガイダンスシステムを導入し、生産者に販売状況などの情報を

積極的にフィードバックすることによって、消費者ニーズに合った生産振興をしている。 

 特に「ボイスボックス」では、その時点の販売情報が確認できるため、午後の追加出荷

などにつながっている。 

 

 

 また、阪神地域での出張直売市には、生産者の参加を促すとともに、ＪＡ事務局が「イ

ベント販売情報」を毎回配布し、売れ筋情報などを提供している。これにより、農家サイ

ドも「売れる商品作り」への意欲が高まっている。 



 販売の現場情報を生産者と積極的に共有することによって、品質向上、品揃えの充実を

図っているのである。 

 

 

 

● 生産者の努力をしっかり伝える＝販売促進戦略 

きめの細かい情報提供は、生産者に限らない。同協議会の販売促進戦略の基本は、生産

者の努力をきちんと消費者に伝えることである。たとえば「５つの約束」はポスターにし

て、店舗や産直市に展示している。 

エコファーマーについても、消費者向けに「エコファーマーとは何か」というミニパン

フレットを配って配布している。生産者のＰＯＳシールそのものに、エコファーマーのマ

ークを入れることができるようになっており、消費者が間違いなく選べるようにし、商品

の差別化をはかっている。 

 



 

さらに地域では、食育活動も盛んに行われており、学校給食への食材提供のほか、農業

体験などを積極的におこなっている。 

 

● 広域流通でも農家が値決め＝価格戦略 

 広域流通でも地産地消の直売所のよさを生かし、農家が自分で農産物の値決めをするシ

ステムになっており、消費者にとっての値ごろ感と生産者のやる気につながっている。 

  

● 単品ブランドを超えた「奥出雲ブランド」確立へ  

 今までの産地ブランドは、「青森のリンゴ」、「鳥取の梨」というように、単品の産地ブラ

ンドをアピールしてきた。奥出雲産直振興推進協議会の取り組みは、単品主義ではなく、

地域の生産物だけでなく、地域全体の良さをアピールしている点で大変、ユニークな活動

になっている。協議会では、こうした取り組みが奥出雲ブランドとしてグリーンツーリズ

ムなどにつながることを期待しており、今後の発展が楽しみである。 

 

以上 

 


